Beihilfe durch berufsbedingtes Verhalten des Rechtsanwalts by 小野上, 真也 & Onogami, Shinya
弁護士の職務行為による従犯の成否
小野上 真 也
はじめに
第一章 ドイツにおける議論
第一節 行動の自由の保障を重視する見解
第二節 職業上のルールの遵守による不可罰性
第三節 「中立的行為」の可罰性を限定しない見解
第四節 ドイツ判例
第五節 Roxinによる確定的故意と不確定的故意の区別
第六節 故意の形式による区別を強調する見解
第七節 違法阻却による弁護士の不可罰性
第二章 我が国における議論
第一節 客観的帰属論に基づく解決と因果論に基づく解決
第二節 弁護士の職務行為に特化した議論
第三章 違法性レベルでの限定の可能性
第一節 我が国の判例
第二節 違法阻却における利益衡量判断
第三節 利益衡量の方法
おわりに
はじめに
弁護士Ｘが、某大学の法学部生と称するＹから「５００円のボールペン
を盗んだ場合、窃盗の初犯では、実務上、実刑になりますか？それとも
執行猶予になりますか？」との法律相談を受け、「それは、執行猶予に
なるでしょう」との回答を与えたとする。ＹはＸから得た情報を基に、
窃盗行為に出ようとする目的を有していたが、Ｘはそれを知らなかっ
た。助言を与える際Ｘは、「Ｙは法学部生だから、この回答を刑法の試
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験に役立てるのだろう。しかしながら、Ｙがこの回答を受けて、執行猶
予になるにとどまると知ったならば、もしかすると、窃盗を行なうかも
知れない。」と思ったものの、Ｙに対しては特段、「窃盗を行なうな」と
の指示を与えなかった。回答を得て数日後、Ｙは、Ｘから得た知識を刑
法の勉強に役立て、試験で好成績を収めた。当然ながら、これには何の
問題も無い。ところが、〔設例〕その試験から数日後、Ｙは、Ｘからの
回答を基に、窃盗を行なうに至った、とする。
通説である惹起説を前提に述べると、「正犯を幇助した者は、従犯と
する」と規定する刑法６２条によれば、その文言上、いかなる関与行為者
も、正犯を通じて法益侵害結果・危険を促進させた場合に、処罰の対象
となり得る。設例のＸは、正犯による法益侵害結果発生を容易にしてお
り、さらに、未必の故意も認められるのであるから、窃盗幇助として可
罰的とされる余地がある。しかし、Ｘは、Ｙから「法律上はどのような
解釈・運用がなされているか」との質問に対し、事
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て法的助言を行ったに過ぎない。回答内容それ自体は、法的評価から離
れた「中立的」なものであるにも関わらず、正犯が当該情報を悪用して
犯罪結果を発生させた場合、果たして情報提供者である弁護士を、常に
可罰的とすべきであろうか（１）。
このような、中立的な物・情報の提供によって「一見すると犯罪を助
けているように見える行為を、常に可罰的とするか否か」を論ずるのが
「中立的行為による幇助」論である。典型的には、物品の販売行為に
よって結果的に正犯を幇助したことになる場合に、販売者が従犯となる
かが論じられてきた。しかし、「中立的行為による幇助」として問題と
 なお、松澤伸「刑法と損害賠償法――デンマークにおける「専門家の責
任」を契機として――」季刊 企業と法創造第１巻４号（２００５年）１６３頁以下
は、デンマークにおける「専門家の責任」の議論を参考に分析を加えたう
えで、専門家の関与について損害賠償が認められる事案では、「民事責任が
問われている以上、刑事法が過度に介入する必要はないという見方もでき
る」との理解を示す。一方で、損害賠償による制裁効果が不十分である事
案については、助言をなした専門家の起訴も必要な場合があり得るとの刑
事学的・犯罪学的分析をも加えている。
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なるのは、そのような商取引行為に限られない。専門家が、その職務行
為として専門知識を提供し、その後、依頼人が専門知識を悪用して犯罪
を遂行した場合、当該専門家が従犯として処罰され得るかも当然に問題
となる。いわゆる「中立的行為」の中に、専門家の「職務行為」も含ま
れる。本稿の問題関心は、専門家の「職務行為」に限定して、その可罰
性が否定され得るか、というところにある。
専門家の職務行為の可罰性を否定するにも、いくつかの方策を採り得
る。その第一は、Ｘの行為には正犯行為ないし正犯結果の促進が無いと
して、従犯の因果関係を否定し、したがって、従犯としての構成要件該
当性を否定する、という方策である。第二は、ＸはＹのその後の犯罪行
為の遂行を認識していないことを理由に、従犯の故意を否定する、とい
う方策である。従来、概ね、この２つの方策によって解決策が探究され
てきたといえよう。
この点、設例では、Ｘの法的助言によって、正犯行為ないし正犯結果
が容易になったのであるから、促進関係は認められそうである。また、
従犯の因果関係の内容として条件関係が必要であるとの立場に立つとし
ても、当該助言がなければ正犯行為ないし正犯結果は行われなかったと
いえるから、条件関係も認められる。従犯の因果関係の内容について、
いずれの立場に立つにせよ、これを否定しがたい。また、Ｘには、Ｙの
犯罪遂行について確定的認識はないものの、「Ｙがこの回答を受けて、
もしかすると、当該犯罪を遂行するかも知れない」という、未必の故意
が認められる。故意に関する我が国の通説によれば、刑法上の故意が認
められるには、未必の故意で足りる。以上の理解からは、Ｘに関する従
犯の成立を否定しがたい。
しかし、ＸはＹからの法律相談に回答する「職務行為」を行なっただ
けである。それならば、従犯の因果関係や故意が肯定される場合でも、
「職務行為」を行なったに過ぎないことを理由として、Ｘの行為の「違
法性」が否定されるという第三の方策を採り得るのではないか。本稿で
は、このような問題意識を基に、とくにドイツにおいては弁護士の職務
行為につき判例・学説の蓄積があるため、専門家のうち、とくに弁護士
に限って、その職務行為に違法阻却の余地があるかを分析する。
《論 説》
９４（３）
第一章 ドイツにおける議論
第一節 行動の自由の保障を重視する見解
従犯の可罰性を限定する第一の視点として、正犯こそが第一次的な責
任を負うべきであり、正犯の自己答責領域にある事態について、関与行
為者にまで負責すべきではない、との考えがある。Gu¨nther Jakobsは、
従犯の成否一般の問題として、行為者の客観面を重視した考察方法によ
り、関与行為者が実行者の行為なしでも犯罪的な意味があったと言い得
る場合に至って初めて、関与行為者に従犯の成立を認めることができる
とする。このことは、そのような犯罪的意味が認められない場合には、
関与行為者の社会的コンタクトは、対象物の反対給付・供与ないし情報
の提供に過ぎず、その他に正犯によって主観的に追求された目的の実現
は、正犯の自己責任（eigene Sache）の範疇にとどまるとして、関与行為
者は不可罰であるとの結論を導く（２）。Jakobsが目指すところは、関与行
為者の行動の自由を最大限に保障することであり、構成要件レベルでの
不可罰性を志向しているといって良い。Jakobs説によると、その他の
学説に比べて、関与行為者の不可罰領域は広くなる。
しかし、Jakobsの考えによると、不可罰となる範囲がかなり広範に
亘る点で批判が加えられている。もっとも、Jakobsも、従犯の成否を
「正犯行為との特別の適合」の有無に求め、そのような「特別の適合」
が認められた場合には中立的関与行為の可罰性を認めるが（３）、そこでは
「行動の自由」がいかなる場合に保障されるのか、という大前提に立ち
返ることになり（４）、結局のところ、行動の自由が保障される中立的行為
 Gu¨nther Jakobs, Strafrecht Allgemeiner Teil,２. Aufl.,１９９１, S.６９８.
 Gu¨nther Jakobs, Akzessorita¨t. Zu den Voraussetzungen gemeinsamer
Organization, GA, １９９６, S. ２６３ f.（邦訳として、松宮孝明＝豊田兼彦「従属
性――協同組織化の前提条件について――」立命館法学２５３号（１９９７年）６４４
頁以下。）
 島田聡一郎「広義の共犯の一般的成立要件――いわゆる『中立的行為に
よる幇助』に関する近時の議論を手がかりとして――」立教法学５７号（２００１
年）６０頁以下。
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（「特別の適合」が否定される行為）の実体の分析が不可欠ということに
なるであろう。
第二節 職業上のルールの遵守による不可罰性
そこで、ある程度、領域を限定して不可罰範囲を決するという方策が
あり得る。１つには、専門家が自己に与えられている職業上のルールを
遵守したのであれば、それを理由に不可罰とすべきである、という方向
性が考えられる。Winfried Hassemerは、社会的相当性説（５）を基礎とし
つつも、他方で、その内容が抽象的に過ぎることを批判して、その適用
範囲をさらに具体化して考えるべきであると主張する（６）。 Hassemerは、
「通常で、日常的、社会的に受容され、かつ、ルールに適った職業的行
為」については、仮に職務行為者が正犯の犯罪計画を知っていたとして
も、一定の職業群にある者について、「不法」阻却が認められるとす
る（７）。ここでHassemerは、刑事弁護を行なう弁護人の業務等のほか、
顧客の預金を外国に送金する業務を行なう銀行員の業務、医師の診療行
為等、そのような職務行為者には一定の職業上のルールが存在し、それ
に従う限りにおいて、当該職務行為が不可罰となり得るとの結論を導い
ている（８）。
たしかに、Hassemerが、一定の職業群にある者の職務行為について、
個々人の自由な取引活動と比べて、犯罪成立を限定的に解する余地があ
り得るかを指摘したことは、特筆に価するであろう。また、職業的相当
性説は、職業行為が「日常的」「常態的」なものであることを意識して、
その不可罰性の余地を検討する点にも特徴がある。しかし、「職務行為」
であるという事実それ自体を不可罰根拠とするのであれば、疑問があ
る。一定の職業上のルールに従うことを不可罰根拠に直
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させれば、職
 Hans Welzel, Das Deutsche Strafrecht,１１Aufl.,１９６９, S.５５f.は、通常で
歴史的に形成された社会生活秩序の範囲にある行為を、社会的に相当な行
為であるとして、構成要件に該当しないとした。
 Winfried Hassemer, Professionelle Ada¨quanz, wistra,１９９５, Heft２., S.４２
 Winfried Hassemer, Professionelle Ada¨quanz, wistra,１９９５, Heft３, S.８１
 Hassemer, a.a.O.（Anm.７）, S.８２ff.
《論 説》
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務行為者が正犯の犯罪計画を確知していた場合であっても、当該職務行
為を「隠れ蓑」にして、当該関与行為者を不可罰とする余地が残されて
しまうからである（９）。なによりも、そもそも、職業上のルールは、当該
職務を円滑に遂行させるために立てられたものであって、可罰性判断に
は直結しないはずである。ここでは、なぜルールの遵守が不可罰性を導
くのかを、分析することが求められているのではないだろうか。ドイツ
では、後述のようにBGHも、Hassemer説を明示的に否定している（１０）。
第三節 「中立的行為」の可罰性を限定しない見解
これに対して、「中立的行為」について特別に可罰性を限定する必要
は無い、とする立場もある。たとえば、Katharina Beckemperは、第三
者の犯罪行為を故意で促進し、かつ、許されない危険を創出したのであ
れば、関与行為者は、外形上の寄与の中立性を問題とすることなく、従
犯として可罰的である、とする（１１）。故意による促進があった以上、その
ような行為は、もはや「許された危険」とはいえない、という理解を基
にしている。
また、Harald Niedermairは、幇助の可罰性は、所為遂行についての
チャンス増加が認められるか否かを精密に分析することで導かれるもの
であって、通常「中立的行為」として取り扱われる事案のほとんどは、
議論のうえで、適切なものではないとする。そして、外形上犯罪的な意
味連関を欠くということや、中立的であることのみを理由に、無罪とい
う結論を導くことは、法益保護を志向する犯罪論体系とは一致しないも
	 Claus Roxin, Strafrecht Allgemeiner Teil Band II,２００３, S.２１１f.は、社会
的ないし職業的な有用性というのは、規範的な正当性について、何らの基
準も提示していないことに加えて、第三者の犯罪計画を意識的に促進する
ことが社会的ないし職業的に相当か否かということが、まさに問題とされ
るのであるとして、「職業的相当性」それ自体は、可罰領域の限定に向けた
有効な基準を提示していないと指摘する。

 BGHSt４６,１０７,１１３.
 Katharina Beckemper, Strafbare Beihilfe durch allta¨gliche Gescha¨ftsvor-
ga¨nge, JURA Heft３／２００１, S.１６９.
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のであり、さもなければ、所為動機が無いことから不可罰という結論を
導くという、恣意的な運用に至るであろう、として批判する（１２）。
これらの見解は、「中立的行為」の特権化に懸念を抱き、むしろ、従
犯の成立要件を具体化・精緻化することで、適切な可罰性の範囲を確保
しようと考えるものである。場当たり的な不可罰範囲の確保が不当であ
ることからすれば、このように、成立要件の具体化・精緻化を目指す方
向性は妥当である（１３）。しかし、弁護士は、専門知識の提供を事実上、義
務付けられ、さらには、その専門知識が悪用される可能性を完全に排除
しきれない立場にある。設例のように、正犯の犯罪行為を故意で促進
し、かつ、（BeckemperやNiedermairのいう意味での）許されない危険を創
出した場合であっても、なおもその犯罪性が否定される余地を認めるこ
とが必要ではないだろうか。
第四節 ドイツ判例
それでは、判例上、法的助言を行なった弁護士について、従犯の限定
性はこれまで問題とされてきたのであろうか。ドイツにおいては、古く
RGの時代から、弁護士の法的助言が従犯となるかが争点となった事案
について、弁護士の主観面を重視して、解決が図られてきた。
被拘禁者の家族に、被拘禁者の逃亡を助けることが犯罪にあたらない
かを問われていた弁護士が、誤って犯罪にはあたらない旨の助言をした
結果、当該家族が被拘禁者の解放行為に出た場合、弁護士の職務行為
が、披拘禁者解放罪の幇助および犯人庇護罪にあたるかが争われた事案
において（１４）、RGは、「最高の知識に基づいて助言を与える弁護士の助言
を必要とする者に、疑う余地なく、弁護士の職業的行為および職業上の
義務による行為をなすべきであるとするのであれば、当初より、以下の
ことが推定されなければならない。すなわち、弁護士の意識（Bewutsein）
 Harald Niedermair, Straflose Beihilfe durch neutral Handlungen?, ZStW
１０７,１９９５, S.５４４.
 小野上真也「従犯における客観的成立要件の具体化」早稲田法学会誌６０
巻２号（２０１０年）１６３頁以下参照。
 RGSt３７,３２１.
《論 説》
９０（７）
および意思（Willen）は、このような場合においては単に義務に適った助
言を与えることにのみ向けられているのであり、とくに、依頼人が弁護
士の法的鑑定に基づく評価の結果としてなす行為に向けられているので
はない、ということがそれである。このことは、一般的に、自己の助言
が依頼人に対して何らか一定の行為を遂行させる原因を作り出したこ
と、とくに、鑑定人としての助言が他者に対して犯罪の遂行を決定づけ
ること、すなわち、客観的に可罰的行為の遂行に対して幇助することに
ついて、弁護士が、重要性を有し、また、承知している（sich sagt oder
wei）という場合であっても、妥当しなければならない。」とし、当該
弁護士には、幇助の意思（促進意思）の存在が疑わしいとして、原審に差
し戻された（１５）。もっとも、この事案では、弁護士の「過誤」が介在して
いるのであって、冒頭の設例のような「過誤」の存在しない事例に比べ
ると、弁護士の落ち度が際立つ。それでもなお、RGは幇助の意思を認
めることに疑問を呈している。
BGHにおいても、主観面に依拠して、弁護士の不可罰性を判断する
態度が維持されているといえる。たとえば、弁護士の助言行為による従
犯の成否が争われたNStZ１９９３,４３である。これは、弁護士Ｂが離婚訴
訟の代理人を引き受けることとなった際、一方当事者である妻の代理人
を引き受けた後、その夫の代理人を引き受けることとなったが、そのこ
とが刑法上の違反行為になるか否かについて、被告人である弁護士Ａに
対して助言を求めたところ、Ａはそれには何らの問題もないと回答した
事案であった。ところが、実際には、そのような代理人の引き受けは、
ドイツ刑法３５６条１項の利害関係者への背任（Parteiverrat）に当たるもの
であったため、Ａの助言行為が同条の幇助にあたるかが争われた。
BGHは、弁護士による――正しい、あるいは、誤った――「純粋な
法的助言」の付与が、最善の知識に基づいてなされた場合でも、いずれ
 なお、ドイツ判例について詳しくは、vgl. auch Mu¨nchKommStGB ／ Bear-
beiter§２７Rn４３ff.（Wolfgang Joecks）、曲田統「日常的行為と従犯――ド
イツにおける議論を素材として――」法学新報１１１巻３・４号（２００４年）１４３
頁以下、山中敬一「中立的行為による幇助の可罰性」関西大学法学論集５６
巻１号（２００６年）４７頁以下等。
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にせよ正当化されるか否か、という問題は未解決のままであり、弁護士
の法的助言による評価的考察方法の場合において、依頼者の犯罪行為が
およそ客観的に促進された否かも未解決のままである、としたうえで、
上記RG判決を参照して、「弁護士の意識および意思は、法的助言の付与
の場合は、通常、義務的に助言を与えることに向けられており、犯罪行
為を促進することには向けられていない。」と述べ、幇助の意思を否定
して、無罪としたのである。
もっとも、その後BGHにおいて、自己の担当する依頼人の民事訴訟
において証人として召喚した者が偽証に及んだところ、被告人である弁
護人は、当該証言が偽証であるかもしれないと思ったにもかかわらず、
修正を促さなかった、という不作為が偽証罪の従犯となるかが問題と
なった（BGHSt４，３２７）。そこでは、以上とは異なる基準によって、従犯
の成立が否定された。
すなわち、弁護士が単に証人として召喚しただけでは、何ら正犯の偽
証の危険を高めるものではなく、訴訟代理人として当該証言を阻止する
義務はなく、むしろ、証人が単独で自己の行為の責任を負うべきであ
る。証人自身は、自己の陳述が不実のものであることを知りながら当該
陳述を行っているのであり、また、被告人からこれを誘導されたり、影
響を受けたりということもないのであって、証人によるこのような偽証
は、被告人にとって不意打ちであるといえる。仮に例外的に弁護人の本
件のような不作為が従犯になるとしても、それは、偽証を予め取り決め
ていたというような場合であるが、本件はそのような場合ではない。こ
のような単なる証人の召喚については、訴訟上、不適切な特別の偽証の
危険（Gefahr）を肯定するものではなく、保障人的義務は認められない、
としたのである。
同判決は、このようにして、保障人的義務を否定することで、当該弁
護士の幇助行為性を否定したものといえる。
このような経緯でBGHは、近年、弁護士の関与が詐欺幇助罪にあた
るかが問題とされた事案（１６）（以下、「パンフレット事件BGH判決」）で、幇助
 BGH NStZ２０００, S.３４ff.
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者の主観面を重視する傾向を維持しつつ、結論として弁護士である被告
人に従犯の成立を認めたものの、弁護士の職務行為は原則として不可罰
とする考えを提示するに至った。
この事案は、共同被告人Ｘ・Ｙの詐欺行為に関与した弁護士である被
告人の行為が問題とされたものである。Ｘ・Ｙは、商品先物取引の形式
で顧客から金銭を騙し取ろうと企てた。被告人は、Ｘ・Ｙが顧客に対す
る「宣伝方法」として用いるための、当該取引の危険性が低いものであ
るとの法的助言を記載したパンフレットを制作し、これを、Ｘ・Ｙから
その顧客らにさらに転送されることを予定して譲渡した。これについ
て、BGHは、次のように述べ、従犯の成立を肯定した。
「被告人のような、社外顧問の助力に関する幇助の故意については、
基本的に以下の――職業上の『中立的』行為に一般的に妥当する――原
則が考慮されるべきである。すなわち、主たる行為者が、可罰的行為を
遂行することを、もっぱらその目的に据えており、関与行為者がそのこ
とを知っているのであれば、幇助行為としての所為寄与となる……。そ
のような場合、その者の行為（Tun）は常に『日常的な性質』を失う。す
なわち、そのような行為は正犯との『連帯性』を意味するのであり……、
また、もはや『相当性』があるともみなされない……。これに対して、
関与行為者によってなされた寄与がいかにして正犯によって利用される
かを、関与行為者が認識していなかったのであれば、関与行為者は単
に、自己の行為（Tun）が犯罪行為の遂行に利用されることもあり得ると
考えたに過ぎないのであるから、関与行為者の行為（Handeln）は、原則
的にはまだ可罰的な幇助行為とは判断されない。関与行為者に認識され
た、関与行為者によって援助された者の可罰的態度のリスクが、関与行
為者がその幇助行為をもって『認識可能な所為志向にある正犯の促進に
向けられる』ほどに高められたのでない限りは、そうなのである……。」
という基準の下、被告人には正犯の可罰的行為の認識があったとして、
結論として、被告人に従犯の成立を認めた。
この判決で特徴的であるのは、次の諸点である。すなわち、BGHは、
幇助の故意の問題であることを指摘した上で、関与行為者が正犯行為
を認識していない場合、その職務行為は、原則として不可罰であるが、
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その原則が破られるのは、正犯行為者が可罰的行為を遂行することを
専らその目的に据えていることを、関与行為者が認識している場合であ
る、関与行為者に、正犯行為の確実な認識がない限り、関与行為者は
正犯行為を単に計算に入れていたに過ぎず、不可罰となる、もっと
も、そのような不可罰という結論を導くには、関与行為が「認識可能な
所為志向にある正犯の促進に向けられる」ほどに高められたのでない限
りという条件が付されている、ということである。ないしは、確定
的故意による関与を処罰するものの、不確定的故意（未必の故意）による
関与の場合には、不可罰とするという基準を示し、では、関与行為に
よって正犯の可罰的態度のリスクが高まった場合には可罰的となるとさ
れる。
もっとも、後年BGHは、銀行員が外国への匿名資本移転を幇助した
ことが、脱税幇助に当たるかが争われたBGHSt４６,１０７,１１３.（以下、「脱
税幇助事件BGH判決」）において、以上の基準は一般的に適用可能である
ものの、パンフレット事件BGH判決が中立的行為を強調する点を批判
した。すなわち、BGHは、「『中立的』、『職業上の』または『職業的相当』
行為の原則的な（generele）不可罰性というのは、考慮に値しない。いず
れにせよ、日常的行為も、職業上の行為も、中立的ではない。ほとんど
すべての行為は、可罰的なコンテクストに立たされ得るのである……。
それゆえ、以上のような概念だけをもって、可罰的幇助を許された行為
から一義的に限界付けることは、妥当でない。」と述べたのである。こ
こでは、上述のHassemer説が明示的に否定された。
さらに、興味深いのは、上記パンフレット事件BGH判決・脱税幇助
事件BGH判決の両判決がClaus Roxinの考えを一部採り入れている点で
ある。そこで、次にRoxin説を概観しておこう。
第五節 Roxinによる確定的故意と不確定的故意の区別
Claus Roxinは、それ自体として「中立的行為」というものは存在せ
ず、可罰的幇助であるか否かは、関与行為者の有する目的によって決定
されるという理解を前提に（１７）、「中立的行為による幇助」一般に妥当す
る問題として、（客観的）帰属基準として次の要件を立てた。すなわち、
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従犯が可罰的となるのは、関与行為が「一義的犯罪的意味連関」を有
する場合に限られ、関与行為者が正犯の犯罪を確定的に認識している
場合には、「一義的犯罪的意味連関」が認められ、従犯が成立する。他
方、関与行為者が正犯の犯罪を不確定的に認識しているに過ぎない場
合には、「信頼の原則」が故意犯である従犯の成否にも妥当し、未必の
故意による関与行為は「信頼の原則」によって、従犯の成立が否定され
る、と説く（１８）。
Roxinは、確定的故意による関与を処罰の対象とし、未必の故意によ
る関与を原則として不可罰とする点で、パンフレット事件BGH判決と
見解を同じくするが、異なるのは、Roxinがこれを、客観的帰属を認め
るための間接証拠としているのに対して、パンフレット事件BGH判決
は、直接に幇助の故意の問題としている点である。Roxinは、従犯の因
果性や故意の従来の理解を基にすると、未必の故意による因果的寄与
が、常に処罰の対象となってしまうことを懸念し、そのような結論を回
避することを、「中立的行為」論の前提に置いている。Roxinのこのよ
うな懸念は、「中立的行為」論にとって重要な視点であり、多くの見解
が、この懸念をいかにして払拭できるかを競っているといって過言では
ない。他方で、Roxinは、Jakobsのように不可罰範囲を広範に確保する
という方策にも懸念を抱き、客観的帰属の有無を判断することによっ
て、処罰範囲を柔軟に画定しようとしているといえる。
しかし、「一義的」犯罪的意味連関という基準は、不明確さを免れな
い。たとえば、本稿冒頭の設例においてＹは、Ｘの助言を、一方で刑法
の試験勉強に利用し、他方、犯罪にも利用しており、厳密な意味での
「一義性」という語義に適っていない。また、未必の故意でアドバイス
を行った場合には、「一義的」犯罪的意味連関が否定されるとする理解
は、結局、厳密な意味での「一義性」が処罰限定には決定的な基準とは
 Claus Roxin, Was ist Beihilfe?, in Festschrift fu¨r Koichi Miyazawa,１９９５.,
S.５１５.
 Roxin, a.a.O.,（Anm.１７）S.５１２ff. なお、近時我が国において、Roxinの見
解を基に「犯罪的意味連関」の内容を具体化するものとして、上野幸彦「日常
行為と可罰的幇助」日本法学７７巻１号（２０１１年）６３頁以下、とくに、９９頁以下。
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なり得ないことを認めるものであって、事実上、確定的故意による関与
か、あるいは、未必の故意による関与かが、犯罪の成否を決している。
たしかに、ここでは確定的故意と未必の故意の区別を、「一義的犯罪的
意味連関」を認定するための間接証拠として用いているだけのようにみ
えるが、事実上、不確定的故意を犯罪の成否に直結させることにつなが
る点で、刑法が、一般的にそのような法効果を予定していない点と相容
れない。確定的故意であろうと、未必の故意であろうと、そのような寄
与は、間接的に法益侵害結果に至っているのであるから、すでに（構成
要件レベルでは）「許されない危険」の範疇に入っているものと解すべき
ではないだろうか。
第六節 故意の形式による区別を強調する見解
学説の中には、Roxin同様、確定的故意と未必の故意との区別を重視
しつつも、他方で、「一義的犯罪的意味連関」の有無を測る間接証拠と
しての役割としてではなく、端的に未必の故意による関与の可罰性を限
定するものもある。
Harro Ottoは、正犯が自己の犯罪に関する証拠を偽造したものの、当
該証拠が偽造されたことを知らない弁護人が、当該証拠の真実性に疑念
を抱きながらも、正犯の弁護のために当該証拠を裁判所に提出すること
が許容されるかを問題として、弁護人には依頼人を弁護すべき義務があ
ることを考慮すべきだ、とする。そして、弁護人が、証拠の虚偽性につ
いて未必の故意を有するにとどまる場合には、不可罰とされるべきであ
り、他方、確定的故意を有しながら当該行為が遂行される場合には、可
罰的となる、とする（１９）。すなわち、Ottoによれば、ここでの弁護人の行
為が不可罰とされるか否かは、弁護人の故意が「確定的」であるか、「不
確定的」であるかに拠る、ということになる。
しかし、我が国でもそうであるように、ドイツにおいても、故意の法
 Harro Otto, Das Strafbarkeitsrisiko berufstypischen, gescha¨ftsma¨gen
Verhaltens, JZ９／２００１,４３８f.; ders.,“Vorgeleistete Strafvereitelung”durch
berufstypische oder allta¨gliche Verhaltensweisen als Beihilfe, in Fest-
schrift fu¨r Theodor Lenckner,１９９８, S.２１４.
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的効果について、確定的故意であるか、未必の故意であるかを区別しな
いとするのが通説である。ドイツおよび我が国の条文に照らしても、以
上のような区別を正当視できるとは思われない（２０）。未必の故意は故意の
下限を画する、という批判は正当である（２１）。我が国の判例上も、共同正
犯の事案ではあるものの、未必の故意による共謀共同正犯の成立を認め
ており、以上の区別を我が国においても反映させることは妥当でないで
あろう（２２）。
主観面が確定的ではないから、二次的責任主体である関与行為者に、
責任を負わせるべきではないという考えに立つと、（認識対象が不特定で
あるという意味における）概括的故意の場合でさえ、不可罰ということに
なるはずである。しかし、そこまでの主張はない。結局、このような区
別を支持する論者は、「過失」と「未必の故意」とを同一視し、共犯に
おいてのみ「未必の故意」に故意としての非難の実態を想定していない
点で、妥当ではない。その意味において、Otto説には賛同できない。
また、Wolfgang Wohlersは、パンフレット事件BGH判決を引き合い
に出し、弁護士のパンフレット提供について、それが犯罪目的以外にも
役立つものであるという点が否定されるのであれば、その行為はすでに
「許されない危険」であるものの、他面、先物取引は一応ルールに適っ
 Kai Mu¨ller, Beihilfe durch wirtschaftliches Handeln, in Festschrift fu¨r
Hans-Ludwig Schreiber zum７０. Geburtstag am１０. Mai２００３, S.３４６は、ド
イツ刑法１５条および同２７条によれば幇助の主観的構成要件として主たる行
為に関する故意を要求するが、それは基本的に未必の故意で十分であるこ
とを示しており、また、たとえば刑を無効にする行為の場合のように、構
成要件実現について特定の故意形式を必要とする場合には、立法者は各則
において明示的に規定しているのであるから、従犯には、「未必の故意の場
合に不可罰とする」ということは妥当しないと指摘する。
 島田・前掲注１０６頁以下。
 最決平成１９年１１月１４日刑集６１巻８号７５７頁。評釈として、松原芳博「未必
の故意による共謀共同正犯」刑事法ジャーナル１４号（２００９年）１１２頁以下、田
川靖紘「未必の故意による共謀共同正犯が成立するとされた事例（最決平成
１９年１１月１４日刑集６１巻８号７５７頁）」早稲田法学８４巻４号（２００９年）９９頁以下
などがある。
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たものでもあるのであって、この点の認識が従犯の成否に関係すると指
摘する。そして、ドイツ刑法２６３条および同２７条による可罰性は、幇助
の故意をも成立要件としているのであって、弁護士が法的に許容されな
いリスク設定の基礎をなす状況を適切に予見しなかった場合には、その
可罰性が否定され得る、とする（２３）。
Wohlersは、行為者の認識面を問題とするものの、確定的故意と未必
の故意とで、法律上の効果に差異を見出さず、許された危険を前提とす
ることで認識対象の範囲を限定することによって対応するもののようで
ある。しかし、この見解からは、冒頭の設例について、許されない危険
と未必の故意が認められる以上、やはり処罰の限定を認めることは難し
いであろう。そうであるとすれば、職務行為の遂行を義務づけられてい
る専門家の職務行為の不可罰範囲を十分に確保するのは困難といわなけ
ればならないであろう。そこで、間接的な法益侵害および（未必の）故意
が認められるとしても、職務行為の有用性のゆえに、違法性レベルにお
いて不可罰となる余地がないかを探ることとしたい。
第七節 違法阻却による弁護士の不可罰性
以上の諸見解の前提とされているのは、法益侵害があった場合には、
もはや従犯の成立を否定する術は故意の有無に拠るしかない、という理
解である。しかし、その前提は果たして正当なものといえるのであろう
か。この点、弁護士の職務行為の可罰性を、違法性の段階で否定すると
いう見解がある。
Stefan Rogatは、第一次的には、危険増加の有無で構成要件該当性を
判断すべきとし、弁護士の職務行為については、危険増加が認められる
とする。また、弁護士の職務行為にも未必の故意によるものもあること
を指摘しつつ、確定的故意と未必の故意で法的効果を異にするという方
策を批判した上で、当該職務行為を不可罰とする理由として、違法性阻
却が認められる場合があることを指摘する（２４）。
 Wolfgang Wohlers, Hilfeleistung und erlaubtes Risiko-zur Einschra¨n-
kung der Strafbarkeit gema¨§２７StGB, NStZ２０００, Heft４, S.１７４.
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Rogatは、ドイツ連邦弁護士法（Bundesrechtsanwaltsordnung）３条１項
が、「弁護士は、あらゆる法律問題において職業的に独立した助言者か
つ代理人である」と規定することから、弁護士には、助言に関する権限
が明白に与えられており、それが違法阻却を導くとする（２５）。そして、そ
の文言からすれば、弁護士の助言についての権限は、法的関係において
のみ与えられていると解すべきと指摘する。そこでは、助言者としての
弁護士は「あらゆる法律関係において」とされているのであって、一方
では、弁護士の権限があ

ら
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法律関係にも及ぶ点で、権限が拡大され
ているものの、他方では、法

律

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
係

以外の助言については権限が否定さ
れる点で、権限が制限されているとされる（２６）。ここでは、職業法である
ドイツ連邦弁護士法から、権限の範囲を導き、その範疇での活動につい
て違法阻却の余地を見出している。
これと類似の理解を示すのが、Kai Mu¨llerである。Mu¨llerも、弁護士
のような一定の職業群に属する者については、違法阻却が認められる余
地を主張する。やはりMu¨llerも、まず、客観的帰属判断として危険増加
（Chancensteigerung）が認められるか否かを検討し、仮定的代替原因を考
慮することなく危険増加判断を行ない、危険増加が認められるのであれ
ば構成要件段階での処罰限定はできないとする（２７）。
Mu¨llerは、このような意味における危険増加によって構成要件該当性
が認められるとしても、一定の職業に就いている者については、違法阻
却による処罰限定の余地がある、と述べる。一般人（Laien）に対してな
される弁護士による法的助言や、税理士による助言は、当該一般人の所
為遂行にとってどうしても必要なものであって、このような場合には例
外的に特別の職業群にある者について、違法阻却が必要だというのであ
る。すなわち、たとえば弁護士、刑事弁護人、公証人、公認会計士
（Wirtschaftspru¨fer）、税理士（Steuerberater）のように、守秘義務が課せら
れる職業従事者（Berfufstra¨ger）については、ドイツ刑法２０３条およびドイ
 Stefan Rogat, Die Zurechnung bei der Beihilfe,１９９７, S.２４４.
 Rogat, a.a.O.,（Anm.２４）S.１８２.
 Rogat, a.a.O.,（Anm.２４）S.１８３f.
 Mu¨ller, a.a.O.,（Anm.２０）S.３５５.
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ツ刑事訴訟法５３条１項によって守られるべき正犯との信頼関係を維持す
るため、その違法性が阻却されるとする（２８）。もっとも、この見解は、弁
護士が弁護活動において秘密漏示を行った場合の違法阻却を念頭に置く
ものであって、弁護士の法的助言の違法阻却の根拠とはなり得ないであ
ろう。
両者に先立って、弁護士の行為の違法阻却の余地を述べていたのは、
Jochen Mallisonであった。Mallisonは、弁護士が法的助言を与える場面
を問題とし、弁護士が自らの法的助言によって正犯の犯罪に関与した場
合にも、弁護士に違法阻却が認められる余地があるとして、純粋な法的
助言を行なうに留まる弁護士の刑法上の違法性が否定される根拠を、ド
イツ基本法２条との関係で、法治国家原理がはたらくことに求める（２９）。
もっとも、違法阻却説に対しては、中立的行為の有用性と法益保護の
衡量を行うのは立法者の任務であって、解釈でなされるべきではないと
の批判もある（３０）。すなわち、中立的行為を不可罰とするのであれば、立
法者が既にそれを条文化しているはずである、という趣旨である。しか
 Mu¨ller, a.a.O.,（Anm.２０）S.３５７.
 Jochen Mallison, Rechtsauskunft als Strafbare Teilnahme,１９７９, S.１３４.こ
の当時、ドイツにおいては「法的助言法（Rechtsberatugsgesetz）」１条１
の１項が管轄官庁より許可を得た者でなければ業として法的助言を行なう
ことができないと定めていたことからも、このような解決が必要であった
といえる。もっとも、Mallisonは、法的助言を行なうことが可能な主体・範
囲を定める（２００８年「法的サービス法（Rechtsdienstleistungsgesetz）」施行
前の）（旧）法的助言法と、ドイツ基本法との関係についても触れ、（旧）法的
助言法１条１の１項が管轄官庁より許可を得た者でなければ業として法的
助言を行なうことができないと定めていることに関して、管轄官庁の許可
を得ずになした「純粋な法的助言」をも禁止するのであれば、それについ
ては、違憲となるおそれがあると指摘していた。（旧）法的助言法の沿革と
法的サービス法との関係について詳しくは、荒井真「弁護士による法的助
言活動の独占は許されるのか――ドイツの『法的助言法Rechtsberatugsge-
setz」の沿革と問題点――』国際交流研究（フェリス女学院大学）９号（２００７
年）６５頁以下、同「ドイツにおける経済法律家の法的助言可能性」国際交流
研究（フェリス女学院大学）１０号（２００８年）４１頁以下。
《論 説》
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し、立法段階で全ての具体例に対処して条文を作り上げることは不可能
であり、むしろ、類型的基準、すなわち構成要件レベルにおけるそれを
提示することが立法者の役割ではないだろうか。以上の批判が、違法阻
却説を全く無意味のことと論証したとはいえない。
第二章 我が国における議論
第一節 客観的帰属論に基づく解決と因果論に基づく解決
翻って、我が国における議論は、どのように展開されているであろう
か。我が国においては、「中立的行為」に妥当する一般的要件を立てる
ことに力が傾注されている。このような事情があってか、弁護士の職務
行為を個別に検討した論稿は、あまり見られない。
我が国における議論は、現在のところ、大別して２つの傾向がある。
１つは、「中立的行為」の可罰性を限定しようとし、これを客観的帰属
論の見地から基礎付ける立場、いま１つは、とくに特別の限定志向を持
たず、従犯の因果性や故意を具体化することによって対応しようとする
立場である。まず、前者からみていこう。
 Beckemper, a.a.O.,（Anm.１１）S.１６９. この点、Hans Kudlich, Die Unterst
u¨tzung fremder Straftaten durch berufsbedingtes Verhalten,２００４, S４７８.
は法的助言の付与が弁護士業務の中心的な権限であり、また、市民が法治
国家において法律知識の獲得を求めているのであるならば、純粋な法的助
言の付与という行為は、ドイツ連邦弁護士法３条１項によって構成要件レ
ベルで共犯の範囲から除外されて良いと述べ、その理由を、法的助言の利
用者は、法的助言に内在する「リスク」であり、立法者は、立法段階では
そのような「リスク」をも考慮に入れて立法したはずである、という点に
求める。また、S.４８３f. は、法的助言に基づいて、正犯の犯罪行為が勧奨
（Empfehlung）されることもあることを指摘し、法的助言と並んで、このよ
うな勧奨についても、事後的に正犯行為の違法性が認められるにもかかわ
らず、「許されたリスク」の範疇にとどまる限りは、客観的構成要件レベル
で不可罰とされるとし、この基準については、ドイツ連邦弁護士法３条１
項によっていかなる範囲の行為までがカバーされているかが決定的に重要
である、とする。
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周知のとおり、客観的帰属論を支持する見解にも、いくつもの考え方
の違いが見られる。共通点は、関与行為が「許された危険」の範疇にあ
るか否か、という判断基準を基礎にしている、というところまでであ
る。
これらの考え方には、関与行為に、それ自体として他者の行為と遮
断された規範的意義が認められる限り、当該行為は、犯罪促進的意義に
欠ける「許された危険」の範疇にとどまる行為であるとする見解（３１）、
犯罪行為が一目瞭然でない限り、因果関係があっても、当該犯行惹起力
が「許された危険」として無視されるとする見解（３２）、「正犯の犯罪計
画ないし正犯行為との特別な適合」が認められない限り、「許された危
険」であるとする見解（３３）、「コミュニティにとって耐え難き悪しき手
本として市民が受けとることになる状況」か否かを基準に、確定的故意
による関与行為はコミュニティに危険な印象を与える「許されない危険」
である一方、不確定的故意による関与行為はコミュニティに危険な印象
を与えない「許された危険」であるとする見解（３４）、関与行為の類型化
を通じて、その類型に応じた「許された危険」を検討する見解（３５）、など
がある（３６）。また、客観的帰属を共犯構成要件のレベルに位置付け（３７）、
 松生光正「中立的行為による幇助（二・完）」姫路法学３１・３２合併号（２００１
年）２９２頁以下。
 松宮孝明『刑事立法と犯罪体系』（成文堂、２００３年）２０６頁以下、同『刑法
総論講義』〔第４版〕（成文堂、２００９年）２９２頁。
! 豊田兼彦『共犯の処罰根拠と客観的帰属』（成文堂、２００９年）１７４頁以下。
" 曲田・前掲注１９４頁以下。
# 山中・前掲注１１２頁以下。この見解によれば、本稿との関係では、技術
的助言等の情報を提供する「情報提供類型」が問題となるが、そこでは、
法ないし契約上、当該情報の提供が禁止されている場合、そのような禁止
がなくとも一義的に犯罪の促進に繋がる場合には「許されない危険」であっ
て可罰的となるとされている。
$ 以上の見解の内容と、その当否については、すでに、小野上・前掲注
１６３頁以下で述べた。
% 林幹人「背任罪の共同正犯――共犯構成要件について」判例時報１８５４号（２００４
年）６頁以下。
《論 説》
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「許された危険」の判断を、「侵害される法益の価値・数量・危険性の
程度などが総合的に考慮される」とする見解もある（３８）。
問題は、弁護士の職務行為が、「許された危険」の範疇にとどまるか
否かという点である。以上の諸見解は、Roxinが抱いたような因果性や
故意の基準に対する懸念を前提に、因果性や故意以外の基準に解決策を
見出さざるを得ない、したがって、それを客観的帰属論に求める、とい
う価値判断をしたのであろう（３９）。この点、我が国の客観的帰属論は、こ
れを構成要件該当性の判断としているといえるが、行為者の主観面を重
視して帰属の有無を判断する見解においては、関与行為者の主観面が
「許された危険」の存否に影響を与えると解し、構成要件的故意の存否
をも、従犯における「許された危険」の判断要素に含めて考えたとして
も、設例のように未必の故意が認められる場合には、構成要件的故意を
認めざるを得ないであろう。また、行為の客観面を重視して帰属の有無
を判断する見解においては、弁護士の法的助言が正犯に特別に用いられ
て法益侵害結果に実現している以上、たとえば、「特別の適合」があっ
たとせざるを得ないのではないか。このようにして、いずれの客観的帰
属論によった場合も、「許されない危険」の創出があったとせざるを得
& 林幹人「Winnyと幇助罪」NBL９３０号（２０１０年）３１頁。
' 因果論からこの問題について解決をはかることには限界があると強調す
るものとして、たとえば、安達光治「客観的帰属論――犯罪論体系という
視点から――」川端ほか編『理論刑法学の探究』（成文堂、２００８年）８０頁以
下、豊田・前掲注!１６９頁以下、同「共犯の一般的成立要件について」川端
ほか編『理論刑法学の探究』（成文堂、２０１０年）７頁以下など。なお、林陽
一「最近の因果判例と規範理論」研修７５８号（２０１１年）５頁以下は、行為規範
の内容、目的、保護範囲などの視点、いくつかの規範的法理（信頼の原則な
ど）、主体ごとに答責領域を分割する考え方などを組み合わせて、具体的事
案に対する法的結論を導出しようとする「規範理論」において用いられる
各命題は、それぞれが関わる領域における様々な価値衡量の結果を取りま
とめたものであって、複数の命題が重なり合う事例においてどのような論
理で結論を導くべきであるか、極めて分かりづらいと指摘する。私見はこ
の分析に賛同するものであり、また、客観的帰属論がこのような傾向を示
しているものと理解している。
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ないのではないだろうか。
他方、因果論を基礎に、従来の要件論を精緻化する見解は、促進関係
が認められるか否かを、その介入の蓋然性が高い場合、適法な行為に
限って、仮定的代替原因を考慮して決する。もっとも、この立場は、事
実的な促進関係がある場合であっても、法的にみて予防に役立たない行
為の因果関係を否定する点で、因果関係の認められる範囲を限定する。
そして、促進関係が認められた後は、故意の有無を判断し、未必の故意
が否定される場合にのみ、従犯の成立が否定されるとする（４０）。しかし、
設例において、Ｙが他の弁護士Ａのところで同内容の法的助言を受ける
可能性があったとしても、当該助言内容が犯罪を誘発する可能性の残る
ものであるとすれば、この立場からも、促進関係を否定することは困難
となるのではないかと思われる。また、未必の故意も否定しがたい設例
において、Ｘを不可罰とするのは、困難となるのではないだろうか。
第二節 弁護士の職務行為に特化した議論
近時、弁護士による会社再建策の指南が、その指南を受けた者によっ
て、結果として、債権者からの差押えを免かれる事態へとつながり得た
ということが強制執行妨害罪の共犯となるかが争われた事案（４１）を基に、
弁護士の職務行為による共犯の成否が論じられるようになってきた。
金子武嗣＝後藤貞人は、弁護士が責任をもって処理する通常の事件受
任の場合と、判断と助言だけで完結する法律相談との差異を強調する。
すなわち、法律相談の場合には、相談者が事実を正しく伝えて助言を
( 島田・前掲注８５頁以下。
) 一審である東京地裁平成１５年１２月２４日判例集未登載は無罪としたが、控
訴審である東京高裁平成２０年４月２３日判例集未登載は共謀を否定して、共
謀共同正犯の成立を否定したものの、強制執行妨害罪の幇助の成立を認め、
逆転有罪とし、罰金５０万円を科した。なお、一審および控訴審の判決全文
については、金子武嗣・石塚伸一編『弁護士業務と刑事責任』（日本評論社、
２０１１年）１８４頁以下に掲載されている。また、石塚伸一「強制執行妨害と専
門家の助言」法律時報８２巻９号（２０１０年）３５頁以下、松岡久和「弁護士の助
言と強制執行妨害罪」法律時報８２巻９号（２０１０年）４１頁以下参照。
《論 説》
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求めているか不明であり、他方、相談者が弁護士の助言を正しく理解し
ているとも限らない、事件受任と比べて、弁護士自身がイニシアチブ
を持ちえず、また、問題解決の方向性を決定するのが相談者自身であっ
て、相談内容そのものをコントロールし得ない、という点に、弁護士の
職務行為としての限界がある、という（４２）。
そして、この見解は、上記事件における弁護士は、あくまで法律相談
に回答しただけであって、「法律相談が弁護士の日常的職務行為として
平穏に行なわれ、かつ弁護士に特定の犯罪をおかす確定的意図がない場
合および外形的に明白な加担行為がない場合には、刑事責任の追及は認
められず、強制執行妨害罪などの構成要件該当性は否定される」とす
る（４３）。
また、石塚伸一は、弁護士の職務行為は国家権力との間で軋轢を生ず
ることもあり、弁護士自治制度はこのことを想定して確立された制度で
あるから、通常の職務形態にしたがって平穏に行われる法律相談から生
じた法益侵害の危険は、原則として「許された危険」の範疇にとどまる
として、弁護士の職務行為の中立行為性を指摘する。そして、弁護士の
職務行為の一つである法律相談もまた、一般に「中立的行為」であって、
上記事件における助言は通常の形態で行なわれており、結果的に当該助
言内容が正犯の法益侵害の具体的危険性の発生に寄与することになった
としても、「許された危険」の範疇にとどまる以上、不可罰であるとす
る（４４）。
この見解は、「許された危険」の法理に基づいて不可罰性を導くとす
る種々の見解が、当該問題を、行為の一般的・具体的評価である違法性
レベルで行うのではなく、一般的・類型的判断である構成要件レベルで
行う傾向にある、と指摘した上で、「許された危険」の法理に基づいて
弁護士の職務行為の不可罰性を導く点で、これを構成要件レベルで行う
* 金子武嗣＝後藤貞人「弁護士の法律相談と刑事責任」金子武嗣・石塚伸
一編『弁護士業務と刑事責任』（日本評論社、２０１０年）５頁以下。
+ 金子＝後藤・前掲注*３２頁。
, 石塚伸一「弁護士業務と強制執行妨害（免脱）幇助罪」金子武嗣・石塚伸
一編『弁護士業務と刑事責任』（日本評論社、２０１０年）１７１頁。
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ことを肯定するものといえる（４５）。したがって、分析の対象を弁護士に特
化したとはいえ、以上の見解もまた、従来の議論の延長線上にある。
我が国では、中立的行為論で限定性を重視する見解は、客観的帰属論
によるものも、因果論によるものも、構成要件レベルでの客観的限定を
志向している。殊に客観的帰属論を用いる論者は、構成要件レベルでの
限定を強調する。しかし、上述したように、設例のような場合において
は、因果論に基づく見解からは、「促進関係」を否定しがたい。他方、
客観的帰属論に基づく見解によっても、先に述べたように、構成要件レ
ベルで「許された危険」を認めることは困難であるように思われる（４６）。
また、故意レベルで弁護士の職務行為の不可罰性を認めるという方策
もあり得るが、確定的故意と不確定的故意とを分け、前者による幇助は
可罰的であるものの、後者による幇助は不可罰であると一律に断じるこ
とはできないと思われる。我が国の法制度は（ドイツにおいてもそうであ
るが）、確定的故意と不確定的故意とでその法効果に差異を設けてはい
ないからである。従犯の故意の分析については、別稿に委ねるが、故意
の判断に先立って、専門家の職務行為の不可罰性が違法性レベルで否定
される場合もあるのではないだろうか。そこで、弁護士の行為につい
て、違法性が阻却される余地があるかを検討したい（４７）。
第三章 違法性レベルでの限定の可能性
第一節 我が国の判例
ところで、ドイツには、我が国の刑法３５条のような、正当行為を包括
的に許容する規定が無いために、因果性と故意とが認められる以上、そ
- 石塚・前掲注,１６４頁以下。
. 小野上・前掲注１７１頁以下も参照。なお、大越義久「法令正当行為――
とくに職務行為について――」『団藤重光博士古稀祝賀論文集 第一巻』（有
斐閣、１９８３年）２３１頁は、法令行為の違法阻却は、それが「許された危険」
の一種であると考えた場合に、より良く理解できるとして、危険な行為を
行ない法益侵害が発生したにもかかわらず、行為時を基準とした事前判断
としての危険判断により、法令行為の違
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を認め得るとする。
《論 説》
７４（２３）
の他に違法性を阻却するという余地を見出しがたかったのではないか、
また、そのことが、客観的帰属論による解決を志向させるに至った背景
の１つでは無いか、とも推測できる（４８）。しかし、我が国においては、上
述の通り、違法阻却の見地から論じることも可能である。この点、我が
国の実務上は、どのように理解されてきたのであろうか。これには、判
例の動向を踏まえた検討が必要であろう。
もっとも我が国では、弁護士の幇
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を争点とした事案は、存在しないと思われる。他方、受任事件
に関する弁護活動が、正犯としての職務行為の違法性を否定する正当業
務行為とされ得るかを問題とした事案が、僅かながら存在する。そこ
で、それらの判例を手がかりに、弁護業務の正当性が認められる理由を
探ることとしたい。
公判廷における弁護人の供述が、名誉毀損罪の違法性を阻却するかに
ついて、旧く大判大正１５年５月２２日刑集５巻１８５頁は、弁護活動上の行
為の違法性が阻却される余地を認めつつも、「防禦権の濫用」を理由に
名誉毀損罪の違法阻却を否定し（４９）、このような姿勢は、最判昭和２７年３
月７日刑集６巻３号４４１頁でも維持された（５０）。
/ 我が国において、従犯の違法阻却の余地を認める見解として、照沼亮介
『体系的共犯論と刑事不法論』（弘文堂、２００５年）２１１頁、外木央晃「中立的
行為による幇助」法学研究論集（明治大学大学院）３１号（２００９年）４６頁以下。
また、弁護士の職務行為による関与について違法阻却を認め得ると指摘す
るものとして、松原芳博「共犯の諸問題・その１」法学セミナ （ー２０１１年）１０７
頁。なお、Winny提供事件を題材に、著作権法上の各則解釈から刑法３５条
による違法阻却の余地を示唆するものとして、島田聡一郎「Winny事件２
審判決と、いわゆる『中立的行為による幇助論』」刑事法ジャーナル２２号
（２０１０年）６５頁以下。
0 なお、内田文昭「『許された危険』法理の反省」研修５２５号（１９９２年）１０頁
は、伝統的に「許された危険」が違法阻却事由としてではなく、構成要件
不該当事由として論じられてきたことの理由の１つには、我が国の刑法３５
条のような包括的な許容規定をもたないドイツにおいては、「日常的に有用
な社会活動を」を「許された危険」として独立に論じるのが妥当と考えら
れたからではないか、と指摘する。
弁護士の職務行為による従犯の成否
７３（２４）
その後、公判廷外の弁護活動において、依頼人Ｘの原判決破棄あるい
は再審請求の途を拓くために、真犯人はＡであるなどとの会見を行い、
Ａに対する名誉毀損行為を行なった弁護人について、名誉毀損罪の違法
性が阻却され得るかが争われた「丸正事件」（最判昭和５１年３月２３日刑集３０
巻２号２２９頁）で、最高裁は、その判断方法を詳細に提示した。
すなわち、弁護人として依頼人の利益を擁護するためにした正当な弁
護活動であるかどうかを争点とし、「名誉毀損罪などの構成要件にあた
る行為をした場合であつても、それが自己が弁護人となつた刑事被告人
の利益を擁護するためにした正当な弁護活動であると認められるとき
は、刑法３５条の適用を受け、罰せられないことは、いうまでもない。し
かしながら、刑法３５条の適用を受けるためには、その行為が弁護活動の
ために行われたものであるだけでは足りず、行為の具体的状況その他諸
般の事情を考慮して、それが法秩序全体の見地から許容されるべきもの
と認められなければならないのであり、かつ、右の判断をするにあたつ
ては、それが法令上の根拠をもつ職務活動であるかどうか、弁護目的の
達成との間にどのような関連性をもつか、弁護を受ける刑事被告人自身
がこれを行つた場合に刑法上の違法性阻却を認めるべきかどうかという
1 「被告人ノ有スル防禦権ノ行使ハ固ヨリ絶対無限ニ非ス其ノ供述ハ真実ニ
適合スルモノタルコトヲ要ス若シ夫レ虚偽ノ事実ヲ供述シテ第三者ノ名誉
ヲ毀損スルカ如キハ是レ権利ノ濫用ニシテ其ノ行為ノ違法ヲ阻却スルモノ
ニ非ザルヤ言ヲ俟タス」との基準を示し、本件被告人が、役場における業
務上横領の事実について刑責を軽くするために、当該横領金が同役場の助
役Ｘによって窃盗されたとの虚偽の供述を行ったことは、「其ノ行為タルヤ
〔Ｘ〕ノ名誉ヲ毀損シ防禦権行使ノ範囲ヲ逸脱シタルモノ」として、名誉
毀損罪の違法阻却を否定した。
2 「被告人と白米売買の契約をしたものは〔Ｘ〕でないこと、すなわち被告
人が同人に対して詐欺の告訴をしたのは人違いであつたことに気付いてい
ながら判示公判廷において、真意に反して欺罔の主張をし公然虚偽の事実
を摘示して死者である〔Ｘ〕の名誉を毀損したというのであるから、もと
より、被告人としての防禦権の範囲を逸脱したもの、被告人の防禦権の濫
用とみとめるべきであつて、原判決が名誉毀損罪の成立をみとめたのは正
当である。」とした。
《論 説》
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諸点を考慮に入れるのが相当である。」との基準を打ち立てた。
その上で、本判決は、当該名誉毀損行為が、弁護人が弁護活動のた
めに名誉毀損罪にあたる事実を公表することを許容している法令上の具
体的な定めが存在しない、原判決破棄ないし再審請求の途を拓くため
に行われたものであって、依頼人らの無罪を得るために訴訟手続内で行
なったものではないから、訴訟活動の一環としてその正当性を基礎づけ
ることはできない、訴訟外の救援活動に属するものであり、弁護目的
との関連性も著しく間接的であり、正当な弁護活動の範囲を超えるもの
というほかはない、たとえ依頼人自身がこれを公表した場合であって
も、名誉毀損罪にあたる違法な行為というほかはなく、同一の行為が弁
護人によってなされたからといって、違法性の阻却を認めるべきいわれ
はない、本件行為の具体的状況など諸般の事情を考慮しても、これを
法秩序全体の見地から許容されるべきものということはできない、とし
て、名誉毀損罪の違法阻却を否定した。同判決は「その行為が弁護活動
のために行われたものであるだけでは足りず」として、「弁護活動であ
る」ことから形式的に業務の正当性を導くことを否定する（５１）。
ここでは、は、ないしを考慮した「結論」を述べているに過ぎ
ない。また、は、本件が、通常法廷内で行われる弁護活動を、法廷外
で行ったことが正当業務といえるかを問題としているという特殊性に依
拠したものといえる。他方、本稿で問題とする法的助言の付与等の弁護
士業務は、法廷外で行われることが一般的であって、これをも含めた違
3 大判大正１５年５月２２日や最判昭和２７年３月７日は「権利行使」という判
断基準を重視していたのに対して、丸正事件判決が「法秩序全体の見地か
ら許容されるべきものと認められなければならない」として「手段の相当
性」という判断基準を重視する傾向へと移行している。このように、「権利
行使」という判断基準から「手段の相当性」という判断基準に移行する大
審院や最高裁の姿勢は、弁護士業務事例に限らず、私人の権利行使の場合
（「権利行使と恐喝」）にもみられるもので、これは、いわば最高裁のスタン
ダードを示す例に漏れないものと考えられる。「権利行使と恐喝」の判例・
学説動向、および、私見について詳しくは、小野上真也「権利行使と恐喝」
松原芳博編『刑法の判例（各論）』（成文堂、２０１１年）１４９頁参照。
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法阻却要素を抽出するには、は弁護士業務の違法阻却を判断するうえ
で一般化される要件ではない。そうすると、ここで弁護活動として保護
に値するか否かの判断一般については、結局、を考慮することに
収斂されるといえる。
これらをまとめると、法令上の根拠をもつ職務行為であるか（に
対応）、弁護目的の達成との間にいかなる関係を有するか（に対応）、
弁護を受ける刑事被告人自身がこれを行なった場合に刑事上の違法阻
却を認めるべきか（に対応）、が問題となろう（５２）。そして、このうち、
弁護士の職務行為（殊に法的助言）の違法阻却には、法的助言が依頼人自
身によって行い得るものではないため、は度外視されるとしても、
は、弁護士の法的助言等の関与行為の正当行為性を判断するために必要
である。また、についても、「弁護目的の達成」ではないにしても、
「一般の法律事務」の処理の達成との間にいかなる関係を有するかとい
う点で、その考慮が必要となろう。
第二節 違法阻却における利益衡量判断
上記判例は、「法秩序全体の見地から許容されるべきものと認められ
なければならない」としている点で、社会的相当性説になじむ違法阻却
判断を行っている。しかし、「通常で歴史的に形成された社会生活秩序
の範囲にある行為を、社会的に相当な行為」と解し、それゆえに違法性
が阻却されるとする社会的相当性説は、その判断基準が抽象的・曖昧で
あり、かつ、社会倫理を偏重する傾向がある、との批判を免れ得な
い（５３）。そのような批判を回避するために、判断基準を具体化し、ま
た、可視化し、さらに、違法阻却判断において考慮すべき要素を客観
化することで非倫理性を担保しようとすれば、結局のところ、「法益衡
量」を重視した判断に行き着くこととなるであろう（５４）。
4 香城敏麿「判解」『最高裁判所判例解説刑事編（昭和５１年度）』（法曹会、１９８０
年）１１０頁も参照。
5 たとえば、松原芳博「違法論総説」法学セミナ ６ー５９号（２００９年）１０２頁。
6 佐伯仁志「違法性の判断」法学教室２９０号（２００４年）５９頁は、社会的相当性
説の難点を克服しようとすれば、優越的利益説と等しくなると述べる。
《論 説》
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そこで、「より高い価値のある法益が保護され得る場合、より価値の
低い法益を侵害ないし危殆化する者は、違法ではない」とする、「法益
衡量原理（Gu¨terabwa¨gungsprinzip）」を基礎に（５５）、実質的違法阻却を考え
ることが妥当といえる。もっとも、形式的な「法益」衡量を行うのみに
とどまれば、大小軽重の比較衡量が困難となる（５６）。そこで、関係する
諸々の「価値」をも衡量要素に取り込む、「価値衡量説（Prinzip der
Wertabwa¨gung）」を前提にすべきこととなる（５７）。もっとも「価値」衡量
といえども、全ての価値をも取り込むこととなれば、衡量要素が全く限
定されないのであって、違法阻却したいものを違法阻却するというトー
トロジーにつながる。そこで、あくまで法益衡量説を中核として、一般
的価値順位における法益の価値衡量に加え、（いかなる形でも利益に還元
し得ない要素は比較の素材からはずされることを前提に）利益に対する危険
の切迫性・重大性、法益侵害の必要性・範囲を衡量する、「優越的利益
説」あるいは「利益衡量説」が、実質的違法阻却の判断に役立つものと
思われる（５８）。それによれば、比較衡量の天秤に載る事情が可視化され、
違法判断の正当性が、より良く担保されるからである。
ここでは、より具体的に、保全法益と侵害法益の量と範囲、法益保全
のために法益侵害手段をとることの必要性の程度、その手段としての行
為の方法・態様がもつ法益侵害の危険性の程度など、衝突する法益の要
保護性に関するすべての客観的事情を考慮することが考えられる（５９）。以
上のことを踏まえて、弁護士の職務行為の違法阻却を判断するための要
素を抽出しよう（６０）。
第三節 利益衡量の方法
本章第一節において、関与行為としての弁護士業務の違法阻却判断に
7 Edmund Mezger, Strafrecht Ein Lehrbuch,３. Aufl.,１９４９, S.２３９f.
8 たとえば、曽根威彦『刑法における正当化の理論』（成文堂、１９８０年）１６５
頁参照。
9 Peter Noll, Tatbestand und Rechtswidrigkeit: Die Wertabwa¨gung als
Prinzip der Rechtfertigung, ZStW Bd.７７,１９６５, S.１４.
: 曽根・前掲注8１６７頁。
弁護士の職務行為による従犯の成否
６９（２８）
は、法令上の根拠をもつ職務行為であるか、「一般の法律事務」の
達成との間にいかなる関係を有するか、の考慮が必要であるとした。
この点、弁護士業務の法令上の根拠となる我が国の弁護士法によれ
ば、「弁護士は、当事者その他関係人の依頼又は官公署の委嘱によつて、
訴訟事件、非訟事件及び審査請求、異議申立て、再審査請求等行政庁に
対する不服申立事件に関する行為その他一般の法律事務を行うことを職
務とする。」（同３条１項）とされており、法的助言は「一般の法律事務」
の一部である。そして、同７２条の非弁活動の禁止規定によって、弁護士
の職務行為が独占されていることからすれば、法的助言を必要とする依
; 内藤謙『刑法講義総論（中）』（有斐閣、１９８６年）３１４頁は、「一般的な価値
順位における法益の価値の衡量を基本としてそれから出発し、保全した
法益に対する危険の程度、保全した法益と侵害した法益の量と範囲、
法益保全のために法益侵害手段をとることの必要性の程度、右の手段と
しての行為の方法・態様がもつ法益侵害の危険性の程度など、衝突する法
益の要保護性に関するすべての客観的事情を考慮に入れたうえでの、実質
的・具体的な利益（価値）衡量によって、保全した法益の要保護性（保全した
利益）が侵害した法益の要保護性（侵害した利益）より大きかったという点
に、違法阻却の一般原理を求める」とする。
< なお、橋爪隆『正当防衛論の基礎』（有斐閣、２００７年）２６頁以下は、「優越
的利益原理をあくまでも社会全体の利益の増進を目指すものとして把握す
る以上、そもそも反対利益を侵害することなく、利益衝突状況を解決する
ことがもっとも望ましい」として、「優越的利益原理に基づく違法阻却のた
めには、対立する利益の間に二律背反性が存在することが絶対的な前提条
件と考えるべきである」とする。この見解は、優越的利益原理が妥当する
プロトタイプは、法益の二律背反的衝突状況を前提とする緊急避難であっ
て、正当防衛もそれに引きつけて理解することで、侵害回避義務・退避義
務を導出することを最終の目的としているため、以上のような優越的利益
原理の理解に立つ。その結果、３５条に規定される「法令行為においては、
このような類型的な正当化のメリットにかんがみ、優越的利益原理の本来
の姿では違法性阻却できない行為についても、あえて目をつぶって、違法
性が阻却されていると考えることができる」とする（同書３３頁）。しかし、
これでは３５条における違法阻却の判断基準の具体化を放棄しているといわ
ざるを得ない。法益の二律背反的衝突状況を、優越的利益原理の前提とす
るのは、過剰な要求ではないだろうか。
《論 説》
６８（２９）
頼人が当該助言を得るには弁護士に依頼するしかない。Ｘを常に処罰の
対象とすることが弁護士業務の萎縮を招くとすれば、それに伴う不利益
が跳ね返る先は、弁護士への依頼を希望する多くの個人であるといえよ
う。このことからは、本稿で問題とする事案における保全利益とは、誰
しもが、適時に弁護士の法的助言を受けることができるという、「社会
一般の利益」といえるのではないだろうか（「法令上の根拠をもつ職務
行為であるか」の考慮。）。
たしかに、このような「社会一般の利益」という抽象的な利益と、具
体的な侵害法益（名誉や財産など）とを比較する職務行為の違法阻却判断
に当たっては、当該利益が侵害法益ほどの具体性を有しないことから、
一旦、法益侵害結果・危険が発生すると、具体的な侵害法益に対する当
該利益の優越性が認められることはないかの印象を与える（６１）。しかし、
抽象的な利益であっても、侵害法益に比してそれを保護する要請が適切
とされる場合には、「社会一般の利益」を担保する弁護士業務の正当性
が認められるのであって、それは、抽象的な（保全）利益と、具体的な侵
害利益との衡量によって、導かれるものといえる（「『一般の法律事務』
の達成との間にいかなる関係を有するか」の考慮。）。
もっとも、このような「社会一般の利益」も、それが弁護士業務であ
ること自体から常に保護されるものではない。法的助言が、結果発生の
危険を高める場合、弁護士を不可罰として、「社会一般の利益」を保全
する必要性は低い。この場合、利益の保全手段としての行為の態様・方
法がもつ法益侵害の危険性の程度も高く、「社会一般の利益」を保護す
る要請は低下する。「社会一般の利益」の保護価値が低下する結果、具
体的な侵害法益に比した優越的利益性を認めることができず、弁護士業
= なお、Joseph Heimberger, Berufsrechte und verwandte Fa¨lle, VDA
Band IV, １９０８, S. ２８.は、我が国の刑法３５条が、かつてドイツでも余り支持
されていなかった「業務権（Berufsrechte）」を法制化した唯一の立法形式
であると指摘していた。なお、Heimbergerの分析についての指摘は、内田
文昭「刑法３５条の制定」神奈川法学３０巻１号（１９９５年）１３１頁以下、町野朔「違
法阻却事由としての業務行為――スイス刑法３２条を中心として――」『団藤
重光博士古稀祝賀論文集 第一巻』（有斐閣、１９８３年）２０１頁以下も参照。
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６７（３０）
務の正当性が否定されることとなろう。
弁護士法２４条は、「弁護士は、正当の理由がなければ、法令により官
公署の委嘱した事項及び会則の定めるところにより所属弁護士会又は日
本弁護士連合会の指定した事項を行うことを辞することができない。」
として、きわめて限定された範囲ながら、受嘱義務を定めているが、こ
れは衡量の結果、正当性が認められた結果として課せられる義務であ
る。したがって、以上の場合に正当性が否定されれば、このような受嘱
義務も否定されるように思われる。
このように、対抗する保全利益と侵害法益との衡量から、弁護士業務
の正当性を導く考え方に対し、弁護士業務ないし「社会一般の利益」を
構成要件レベルで保護することを認めるとすれば、それは、いかなる侵
害法益に対しても「社会一般の利益」が原則的に優越することを認める
ものであって、Hassemer説に近づくものとなるのではないだろうか。
ここでは、具体的な法益を犠牲にして、「社会一般の利益」を保護する
ことが求められているのであるから、殊に侵害法益が個人の法益である
場合、極力、その両者を調和させることが望ましい。そのことを達成す
るには、具体的な事情を衡量し得る違法阻却レベルにおいて、これを行
うべきであろう。
さて、以上の私見を、冒頭の設例に当てはめた場合、どのように結論
付けられるかを最後に述べておこう。私見によれば、Ｘの助言は、Ｙに
よる犯罪結果を発生させている点で、従犯の因果関係（条件関係）を否定
し得ない（６２）。しかしながら、Ｙの「二者択一」の質問に対する、事実に
関する回答をしているに過ぎない点で、弁護士業務として通常の範囲の
回答をしている。具体的な事情に照らすと、このような回答は、行為時
において窃盗結果の発生を高めるものであったとはいえない。利益保全
手段としての必要性があるといえるから、この場合にも、「社会一般の
利益」の価値は、なおも被侵害者の財産権に優越するということができ、
Ｘの行為について違法阻却を認めることができる。
> 小野上・前掲注１８０頁以下。
《論 説》
６６（３１）
おわりに
本稿では、弁護士の職務行為の違法性が阻却され得ることを述べた。
しかし、その具体的な基準については、違法阻却原理の詳細な分析に拠
らざるを得ないこともあって、問題提起にとどまらざるを得なかった。
今後の課題である。
また、以上のことは、弁護士の職務行為を素材に導かれたものである
が、他の専門家にも妥当するものといえるのではないだろうか。たとえ
ば、公認会計士である監査人が、Ｘ社の作成した財務諸表等が虚偽であ
ることを知りながら有用意見・適正意見を付したという事案で、最決平
成２２年５月３１日集刑３００号１９１頁は、監査人を（旧）証券取引法上の有価証
券虚偽記載提出罪等の共同正犯とした。たしかに、これは共同正犯の事
案であって、直ちに従犯の問題に引き直すことが難しいものの、財務諸
表の作成責任は経営者側にあり、監査人はその監査責任を負うだけであ
るとする、監査論上の「二重責任の原則」からすれば、監査人による虚
偽記載財務諸表への有用意見・適正意見の付与が直ちに共犯となること
はないと解するのが論理的帰結であるという解釈も可能である（６３）。ただ
し、「二重責任の原則」がいかにして犯罪論に影響を及ぼすものである
かは、監査人の業務に関する諸規制を詳細に検討したうえで回答しなけ
ればならないものであって（６４）、これも今後の検討に委ねざるを得ない。
また、税理士は納税者の利益を保護し、代表するという面を有し、こ
の点では、弁護士と共通する面を有するが、「税理士は、税務に関する
専門家として、独
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? 弥永真生「監査人につき虚偽記載有価証券報告書提出罪などの共同正犯
が成立するとされた事案」同『会社法新判例５０』（有斐閣、２０１１年）２０７頁、
小野上真也「監査人である公認会計士につき、虚偽記載有価証券報告書提
出罪等の共同正犯が認められた事例」法律時報８３巻５号（２０１１年）１３０頁。私
見によれば、当該事件では、当該監査人が積極的に関与していたという事
実があり、虚偽記載方針に見合うかたちで有用意見・適正意見を付与した
ことから、侵害法益に対する優越性が否定されたことにより、違法性が認
められたものと思われるが、これも詳細な検討を要する。
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つて、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納
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ことを使命とする」（税理士法１条）と定められて
おり（圏点―筆者）、このような規定ぶりが、税理士の行為について、違
法阻却の余地などに影響を与えるのかも興味深い問題である。さらに、
たとえば、司法書士（６５）や医師（６６）についても、「正当な事由」があれば拒
めるといえ、その存否の判断は必ずしも容易ではないことを考慮する
と、このような受嘱義務・応招義務が課されている専門家については、
本稿で示したような違法阻却構成がより妥当するのではないかとも考え
られるが、詳細な検討は残された課題の１つである。
これまで、「共犯の処罰根拠論」や「要素従属性論」との関係で、あ
る見解においては、共犯の違法性は正犯の違法性と連動する、との主張
がなされていたこともあって、共犯固有の違法阻却は困難であるかの様
相を呈していた。本稿で、専門家の職務行為のみの違法阻却を強調する
ことは、違法性が人的に相対化し得るか否かを論ずる、重要な前提とな
り得ると考える。この分析も、今後の課題である。
@ なお、監査人が虚偽記載有価証券報告書等に、有用意見・適正意見を付
した場合、それが監査人の故意に基づくものではなくとも、株主の投資判
断に影響を与え、その結果、株主が多大な損害を被ることがある。この場
合、監査人も取締役など会社の代表者らと共に、株主らへの損害賠償責任
を負うかが問題となる。弥永真生『会計監査人の責任の限定』（有斐閣、２０００
年）は、この点に関する監査人の民事上の責任限定につき、諸外国の法制を
詳細に分析し、我が国への適用可能性を論じる。この分析も、専門家の職
務行為の刑事責任の限定を考えるうえで、非常に参考になる。
A 「司法書士は、正当な事由がある場合でなければ依頼（簡裁訴訟代理等関
係業務に関するものを除く。）を拒むことができない。」とされている（司法
書士法２１条）。
B 「診療に従事する医師は、診察治療の求があつた場合には、正当な事由が
なければ、これを拒んではならない。」（医師法１９条１項）とされている。
もっとも、弁護士法２４条が、「弁護士は、正当の理由がなければ、法令によ
り官公署の委嘱した事項及び会則の定めるところにより所属弁護士会又は
日本弁護士連合会の指定した事項を行うことを辞することができない。」と
のみ定めて、きわめて限定された範囲での受嘱義務を定めているのと対照
的である。
《論 説》
６４（３３）
〈付記〉校正段階で、本稿第二章第二節で言及した事案の最高裁決定が
出されたとの報道に接した。控訴審における有罪判決（罰金５０万円）に対
する被告人側・検察側双方からの上告を棄却したとのことである。一審
および控訴審判決の検討と併せ、同決定の詳細な検討については、今後
に委ねることとしたい。
弁護士の職務行為による従犯の成否
６３（３４）
